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本研究においては、現行の狂犬病予防に係る規制を分析し、狂犬病予防体制を推進す

るための方策を提言することを目標とする。 主な実施内容として、1）科学的知見に

基づく国内の狂犬病のリスク評価、2）現行の狂犬病予防法における課題の抽出とその

対策、3）動物の狂犬病サーベイランスに係る検査及び情報収集体制の強化の検討、4）

動物における狂犬病ワクチン接種の現状と問題点の抽出、5）ヒトにおける狂犬病対策

の現状と問題点の抽出を行い、上記結果をもとに明らかになった課題について、狂犬

病予防業務に関わる専門家等関係者を含め検討した。また、2020年の狂犬病発生への

対応、飼育犬の狂犬病保有率の調査も実施した。 
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Ⅰ．研究の背景・意義 

狂犬病については、我が国では60 年以上

国内での感染事例がないが、これは昭和25

年に施行された狂犬病予防法によるところ

が大きい。狂犬病予防法は犬の飼い主に所

有する犬について以下の３つの義務を課し

ている：①登録の義務、②予防注射の接種義

務、③鑑札・注射済票の装着義務。これに基

づき、自治体では犬の登録と鑑札・注射済票

の交付等の事務を実施している。 

一方で、我が国における犬の飼育状況は

法施行当時から大きく変わってきている。

動物の愛護及び管理に関する法律も令和元

年に改正、本年6月に施行され、犬猫の販売

業者にマイクロチップ（MC）の装着・登録が

義務づけられた（義務対象者以外にも努力

義務が課される）。本改正に伴い、狂犬病予

防法上の鑑札装着に関し、代替措置として

MC 装着を認めることとなった。 

また、2018 年７月に公表された国際獣疫

事務局（OIE）による日本の獣医組織能力の

評価報告書では、国際基準等に比べると、日

本の狂犬病に対するリスク管理措置が非常

に厳しいため、費用便益効果を含むリスク

評価を実施すべきと勧告がなされた。また、

総務省による規制の簡素合理化に関する調

査（総務省行政評価 平成26 年10月14 日）

では、狂犬病予防注射について実施頻度の

見直しを含めた狂犬病予防注射の在り方を

見直すべきと指摘された。 
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Ⅱ．研究の目的 

本研究においては、現行の狂犬病予防に

係る規制を分析し、狂犬病予防体制を推進

するための方策を提言することを目標とす

る。主な実施内容として、 

1）科学的知見に基づく国内の狂犬病のリス

ク評価 

2）現行の狂犬病予防法における課題の抽出

とその対策 

3）動物の狂犬病サーベイランスに係る検査

及び情報収集体制の強化の検討 

4）動物における狂犬病ワクチン接種の現状

と問題点の抽出 

5）ヒトにおける狂犬病対策の現状と問題点

の抽出 

上記結果をもとに明らかになった課題に

ついて、狂犬病予防業務に関わる専門家等

関係者を含め検討する。 

 

Ⅲ．3年間の研究成果 

1) 14年ぶりに狂犬病患者が国内で発生し、

その調査に協力し、ウイルス分離並び

にウイルス由来について検討した。 

2) 狂犬病予防法に関する課題を 6 点抽出

した。 

3) 狂犬病予防法で登録抹消をする際、何

歳を上限とすべきかを議論した。専門

家からの情報提供により 25 歳を上限

とするのが適切であると判断された。 

4) 海外における、登録・マイクロチップの

装着・予防接種の義務・Tagの装着につ

いてまとめ、国内と比較した。 

5) ワクチンの接種間隔について議論し、2

年は持続することを議論するとともに

問題点を抽出した。 

6) 国内のイヌの飼育頭数は 2019 年のペ

ットフード協会の調査で 8489 千頭で

あり、実際に登録されている 6154316

頭と大きくかけ離れていることが示さ

れた。予防接種済票交付数は 4390580

頭であり、登録頭数の 71.3％、ペット

フード協会の推定数から 51.7％である

ことが確認された。また、集団ワクチン

接種率が高い自治体は、全体のワクチ

ン接種率が高いことが確認された。 

7) 動物検疫に関する関係者と協議し、健

康証明書の偽造・不法上陸犬問題・コン

テナ迷入動物問題などの情報共有とと

もに意見交換を行った。不法上陸犬が

ほぼなくなったこと、健康証明書の偽

装は摘発していることが確認されたが、

コンテナ迷入動物が多いこと、また、稀

ではあるが逃走していることが判明し

た。 

8) 狂犬病発生時における硝酸ストリキニ

ーネを使用した毒殺に関する関係者で

意見交換を行い、硝酸ストリキニーネ

の使用は中止すべきと結論した。 

9) 狂犬病ワクチン接種を行っている日本

獣医師会、並びにワクチンメーカーと

の意見交換を行った。イヌ用ワクチン

の個別包装の検討を打診したが、コス

ト面などでの問題点も明らかとなった。 

10) 名古屋市の飼育犬 129 頭の血清を調べ

た結果、120 頭（93.2％）が 0.5IU/ml

以上の中和抗体を保有していた。現在

神奈川 300 頭、その他獣医師会に依頼

して犬の血清を回収していただいてい

る。 

11) マイクロチップが義務化され、義務化

後の状況に関する情報を収集している。 

12) 海外の狂犬病清浄国等における狂犬病
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予防体制をわが国の現状と比較した資

料を作成して、現行の国内施策を検討

する際の判断材料として報告した。 

13) 他の研究分担者から報告された国内の

動物とヒト用ワクチンの接種状況とそ

の課題及び現行の狂犬病対策の現状等

を踏まえて狂犬病予防法および狂犬病

対応ガイドライン等に基づく現行の予

防対策や発生時対応に関する分析を行

い、抽出された課題について対案の作

成を検討した。 

14) 海外で実施されている動物の狂犬病サ

ーベイランスを参考にして、わが国で

実装可能な野生動物を含めた動物の狂

犬病サーベイランスのモデル構築につ

いて検討を行った。 

15) フランス、イギリス、オーストラリア、

台湾等の関係機関における狂犬病のサ

ーベイランス比較検討によって、いず

れの国も、それぞれに狂犬病に対する

リスク評価とリスク管理について報告

があり、これに基づいたヒト対策と動

物対策に係わるガイドライン等が作成

されており、医師および獣医師それぞ

れで定期的な狂犬病の研修会を開催す

るなどの SDGs な One Health アプロ

ーチが明らかとなった。特に、コウモリ

等の野生動物に対するサーベイランス

では狂犬病の感染疑い患者に対する発

症予防（PEP）の徹底を可能にしたうえ

で、（１）動物咬傷患者への対応データ

ベース、（２）野生動物の死亡個体調、

（３）コウモリの狂犬病サーベイラン

スを可能にしていた。 

16) 犬の薬殺、捕獲などに関する情報収集

を行い、班としての提言の文章を作成

中である。 

17) 農林水産省動物医薬品検査所のホーム

ページに公開された「動物用医薬品等

副作用データベース」の情報に基づき、

国内の動物用狂犬病ワクチンの安全性

が高いことを明らかにした。 

18) インターネット上に公開された資料等

に基づき、イギリスおよびオーストラ

リアにおける狂犬病対策について、特

に動物用ワクチンに関連する事項につ

いて調査を実施し、各国の対策の共通

点・相違点を示した。 

19) (3) 狂犬病が日本に侵入した際に使用

する非常用動物用ワクチンの現状を調

査し、現在、国内には狂犬病ワクチンの

備蓄は存在しないことを明らかにした。 

20) （4）イヌ用のワクチンのバイアルを 1

回接種用を作製する際の問題点などを

聞き取り調査中である。 

21) 東京都内のトラベルクリニック(2 施

設)を対象として、海外で動物咬傷を受

けた患者数と使用ワクチン数（曝露前

接種数、曝露後接種数）を予備調査した。 

22) 国内の製薬会社と医薬品輸入代行業者

を対象に調査を実施し、現在国内にお

けるヒト用狂犬病ワクチンの流通量を

推測した。 

23) 輸入狂犬病患者の治療に関わった医療

従事者（HCWs）や家族・関係者への対応

方針（特に曝露後ワクチン接種の状況）

に関して海外の文献と国内での事例を

集積した。 

24) この他に、我々が以前に報告した国内

飼育犬のワクチン接種後抗体保有率と

持続に関する論文（Watanabe I. et al. 

Jpn J Infect Dis. 2013;66(1):17-21）
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を資料とし、日本国内でのワクチン接

種犬のウイルス中和抗体価の持続期間

検討のための材料にした。 

25) 「医療現場における狂犬病曝露のリス

クアセスメント」の作成中である。 

26) 従来まで実施されてきた国内外の狂犬

病リスク評価に関する文献収集を実施

し、それらの概要と利点・難点を整理し

た。 

27) 国内におけるイヌの飼育環境や野生動

物を含むその他の動物との接触機会な

どを考慮した狂犬病リスクに関する既

知の情報の定性的検討した。 

 

Ⅳ．行政施策への貢献 

(1) 犬の登録抹消に関する年齢上限を 25

歳とすることを推奨した。 

(2) 狂犬病予防法における硝酸ストリキニ

ーネの使用に関して、削除することを

推奨した。 

(3) イヌ用狂犬病ワクチンは 2 回の基礎免

疫の後、ワクチンの持続期間は 2 年以

上あることをまとめた。 

(4) 海外での野生動物を含めた動物の狂犬

病サーベイランスの調査・分析結果は、

わが国の狂犬病予防体制整備に必要な

狂犬病サーベイランスを行うに必要な

行政施策の推進と強化を可能にする資

料となった。 

(5) わが国で野生動物を含めた動物の狂犬

病サーベイランスを維持継続するため

に必要となる自治体における体制整備

とこれを支援強化する技術研修等のロ

ードマップの構築が可能となった。 

(6) 海外での動物咬傷に対する注意喚起や

狂犬病の啓発するための基礎情報とな

る。 

(7) 国内のヒト用狂犬病ワクチンの流通量

を明らかにすることで、通常の状態に

おける需要量が推測できた。 

(8) 輸入狂犬病患者に対応した場合の「医

療現場における狂犬病曝露のリスクア

セスメント」を作成できる。 

(9) 日本の狂犬病リスクに関する既存研究

やデータの評価を実施することにより、

国内の感染リスクと予防接種効果につ

いて理解を深化させることに繋がった。 

 

Ⅴ．今後考えられる新たな課題 

1. 狂犬病予防法に関して、殺処分に関す

る記載の必要性を検討する必要がある。 

2. マイクロチップ装着と狂犬病予防法の

ワクチン接種・届出義務との連携を検

討する必要がある。 

3. 野生動物を含めた動物の狂犬病サーベ

イランスを自治体で可能にするための

体制整備（予算、仕組、人員、およびサ

ーベイランス実施に必要な関係部局間

の連携構築）とこれを支援強化する技

術研修等の実現に係る検討が必要であ

る。 

4. 野生動物を含めた動物の狂犬病サーベ

イランスが構築による国内の狂犬病予

防体制強化に並行した、海外からの狂

犬病侵入探知能力強化と人と動物で狂

犬病が発生および疑い事例における狂

犬病接触疫学調査の基盤強化と狂犬病

疑い動物に暴露した患者の迅速な PEP

対応強化が必要となる。 

5. 海外で動物咬傷を受けやすいリスク因

子や動物咬傷後の対応状況を明らかに

するため、咬傷後の患者の臨床的背景
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を関係学会（日本渡航医学会）の協力を

得て全国調査する。 

6. 「医療現場における狂犬病曝露のリス

クアセスメント」に関して、現場での操

作性を検討する必要がある。 

7. 飼い犬の予防接種政策の変更によって、

集団レベルでのリスクが変動するのか

を把握する必要がある 
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